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ハトマーク宅建士記章規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、公益社団法人全国宅地建物取引業協会連合会（以下「全宅連」 

という。）傘下の都道府県宅地建物取引業協会（以下「協会」という。）に所属する

宅地建物取引業者（以下「会員」という。）に従事する宅地建物取引士（以下「宅建

士」という。）のハトマーク宅建士記章に関し、必要な事項を定めることを目的とす

る。 

 

（ハトマーク宅建士記章の意義） 

第２条 ハトマーク宅建士記章は、全宅連傘下協会会員に従事する宅建士の意識の高 

揚を示すためのものであり、宅地建物取引業法第２２条の２第１項の宅地建物取引 

士証に代わるものではない。 

 

（ハトマーク宅建士記章の様式） 

第３条 全宅連傘下協会会員に従事する宅地建物取引士が着用するハトマーク宅建 

士記章の形状及び形式を、別表のとおり定める。 

 

（ハトマーク宅建士記章着用範囲） 

第４条 この規則の定めるところにより、ハトマーク宅建士記章を着用する者は、宅 

地建物取引業法第２２条の２第１項の宅地建物取引士証の交付を受けた者であって 

かつ次に定めるいずれかの者とする。 

（１） 会員の代表者 

（２） 会員の代表者が、ハトマーク宅建士記章交付申請書（別紙様式１）により従業

者であることを証明した者  

（３） 全宅連及び協会の従業者                             
 

（ハトマーク宅建士記章の交付） 

第５条 ハトマーク宅建士記章の交付を受けようとする者は、ハトマーク宅建士記章 

交付申請書（別紙様式１）にしたがい、次の各号に定める事項を記載した申込書に、 

その者が所属する会員名の記名押印を得たうえで（前条（３）に定める者を除く）、 

本規則を遵守することの同意書（別紙様式２）を添付し、一般財団法人ハトマーク 支

援機構（以下「支援機構」という）に提出するものとする。 

（１）氏名 

（２）生年月日 

（３）自宅住所 

（４）本人電話番号 

（５）宅地建物取引士登録番号 
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（６）宅地建物取引士登録年月日 

（７）勤務先 

（８）勤務先企業の免許番号 

（９）勤務先企業の住所 

（１０）勤務先企業の電話番号 

（１１）所属する協会 

２ 交付にかかる費用は、記章を希望する宅地建物取引士の負担とし、交付の申請書 

提出時に、支援機構に納付しなければならない。 

３ 支援機構は、申込者が第４条に定める者であること及び前項の交付費用の納付を 

確認ののち、ハトマーク宅建士記章を、その宅建士が所属する協会又は、従事する会 

員（前条（３）に定める者においては全宅連または協会）を通じて、宅地建物取引士 

に交付するものとする。 

４ ハトマーク宅建士記章の交付は、第４条に定める者一人につき一個とする。 

 

（現況報告書の提出） 

第６条 ハトマーク宅建士記章を供与された宅建士（以下「ハトマーク宅建士記章着 

用者」という）は、５年ごとの宅地建物取引士証の更新時に前条１項各号に定める 事

項を記載した現況報告書（別紙様式３）を支援機構に提出しなければならない。 

 

（登録内容の変更の届け出） 

第７条 第５条第１項に定める登録内容に変更がある場合は、申込書記載事項の変更 

届け出書（別紙様式４）を、遅滞なく支援機構に届け出なければならない。 

 

（ハトマーク宅建士記章の着用の中止） 

第８条 ハトマーク宅建士記章着用者が次の各号のいずれかに該当するに至ったとき 

には、直ちに着用を中止しなければならない。 

（１）第４条に定める地位を失ったとき 

（２）宅地建物取引業法第１８条の各号に該当したとき 

（３）宅地建物取引業法第２２条に該当したとき 

（４）宅地建物取引業法第６８条第２項又は第４項に該当したとき 

（５）宅地建物取引業法第６８条の二に該当したとき 

（６）本規程に違反したとき 

 

（貸与、質入、転売、譲渡の禁止） 

第９条 ハトマーク宅建士記章は、いかなる理由があってもこれを他人に貸与、質入、 

転売、譲渡してはならない。 

 

（信用失墜行為の禁止等） 
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第１０条 ハトマーク宅建士記章を、依頼者その他の関係者に対し、宅地建物取引業 

法第２２条の２第１項の宅地建物取引士証にかわって宅地建物取引士であることの証 

明として使用してはならない。 

 

（紛失届） 

第１１条 ハトマーク宅建士記章を紛失したときは、紛失した理由を記載したハトマ 

ーク宅建士記章再交付申請書（別紙様式５）を、協会を通じて支援機構に提出する こ

とにより、ハトマーク宅建士記章着用者の費用負担において、ハトマーク宅建士 記

章の再交付を請求することができる。 

２ ハトマーク宅建士記章を損傷したときは、ハトマーク宅建士記章着用者の費用 

負担において、ハトマーク宅建士記章再交付申請書（別紙様式５）に損傷したハトマ

ーク宅建士記章を添付して、ハトマーク宅建士記章の再交付を請求することができる。 

 

（禁止行為に反した場合の取扱） 

第１２条 ハトマーク宅建士記章着用者が、第８条から第１０条までの規定に違反し 

た場合には、支援機構は、電子公告による公表その他必要な措置を講じるものとする。 

 

(個人情報の取り扱い) 

第１３条 会員から取得した個人情報は、協会と支援機構において、支援機構の責任

のもと、宅建士バッジ購入者の資格確認と宅建士バッジ保有者の確認のためにのみ使

用し、全宅連の個人情報保護方針にのっとり、支援機構において厳重に管理するもの

とする。 

 

（規程の改正） 

第１４条 この規程は、支援機構理事会において改正することができる。 

 

附則 

１．この規程は、平成２７年８月２６日から施行する。 

 

１．この規程の一部改定は、平成２７年９月１１日から施行する（第 5 条、第 13 条、第

14 条、別紙様式２） 

 

 

別表  ハトマーク宅建士記章の形状及び形式 

別紙様式１ ハトマーク宅建士記章交付申請書 

別紙様式２ 規程遵守の同意書 

別紙様式３ 現況報告書 

別紙様式４ 申込書記載事項の変更届け出書 

別紙様式５ ハトマーク宅建士記章再交付申請書 


